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高齢社会について

　1960年には5.7％であった65歳以上の高齢者人
口比率は，2010年には23.0％となり，さらに2020
年には29.1％になると予想されている．少子化も
同時に進行するため2011年からは総人口が減少
し，2065年には高齢化率は38.4％に達すると見込
まれている 1）．
　そのような高齢社会の中で，医療に求められる
ニーズも当然変化している．高齢者に多発する疾
患への対応を始めとし，高齢者の健康維持や生活
を支える社会システムの構築への参画も，医療に
求められる使命であろう．また，これらのニーズ
に応えるための医療システムの在り方，教育の在
り方，学問の在り方についても，議論が必要であ
る．本稿では，このうち教育の在り方を中心に検
討したい．
　高齢社会における医療の課題として表 1に示す
7 つの項目が挙げられる．それぞれの課題を概説
し，課題克服のために必要とされる教育の在り方
について検討した．

⑴	医療経済
　現在議論の焦点となっているのは，国民医療費
の増加である．2015年度の国民医療費の総額は42
兆3644億円で前年度比3.8％増であり，9 年連続増
加している．厚生労働省は伸び率の要因について
高齢化が 1 ％分，人口減少がマイナス0.1％，医
療の高度化の影響が2.9％と分析しており，国民
医療費の増加が高齢化によるものだけではないこ
とは明らかである 2）．しかし，同時に一人当たり
の医療費は，65歳未満が18万4900円に対し，65歳
以上は74万1900円と約 4 倍の差があり，また後期
高齢者医療費は国民医療費の35％を超えているな
ど，今後高齢化が進むにつれ，医療費の増加は避
けて通れない課題である 2）．介護保険も同様で制
度が導入された2000年には3.2兆円であった給付
額は2015年には9.1兆円と報告されており，増加
の一途をたどっている 3）．このような環境下で，
医療体制も今後多くの改革が必要とされており，
変化に応じた柔軟な対応力が求められている．
　教育面で必要とされるのは，まずはコスト意識
の教育である．今の医学教育では，コスト教育は
非常に希薄であり，今後の医療制度の持続可能性
のためには，コスト意識をもった医療者の育成が
不可欠である．費用対効果の検討を常に行う姿勢
や，医療費全体の動向にも注意を払う習慣を修得
すべきと考えられる．大学での教育と同時に重要
なのは教育現場での医療経済への意識付けであ
る．医療にはコストがかかること，その財源は保
険，税金，自己負担の 3 つ以外にはないことを医
療人が意識し，費用対効果の高い医療の実践を目
指すことが必要である．患者に公正で最適な医療
を提供する姿勢と，費用対効果の高い医療の実践
は相反するものではなく，新ミレニアム医師憲章
でもSocial Justice（公正な医療の実践）の重要性
と共に「有限の医療資源の適正配置に関する責
務」も強調されており 4），この点についての教育
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表 1　高齢社会における医療の課題

1）医療経済
2）社会システムの再構築
3）広義の終末期医療・尊厳死
4）高齢者医療の充実
5）虚弱高齢者・認知症高齢者への対応
6）介護負担・高齢者の虐待への対応
7）予防医療の拡充
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のさらなる充実が望まれる．

⑵	社会システムの再構築
　高齢者医療では，いわゆる医療（cure）の世界
だけでは解決できない問題が多く存在する．これ
は何も高齢者医療に特有の問題ではないが，生活
に多くの支援を必要とする高齢者において，この
問題がより大きな影響力をもつ．介護，福祉との
連携にとどまらず，住宅や交通網，町内会などの
地域住民活動など社会全体のシステム構築が必要
となる．何らかの疾患・障害をもつ高齢者の生活
を支えるためには，このような社会システム全般
を再構築する必要がある．現在，地域社会が中心
となって様々な社会システムの再検討が行われて
いる．運転免許証を返納する高齢者の交通手段を
確保するための小規模な交通網の整備や，バリア
フリー住宅に緊急通報装置や高齢者生活相談所な
どを備えたシルバーハウジングプロジェクトなど
がその例である．
　医療の世界も，積極的にこの動きに参加し，発
信・受信を行うべきである．医学・医療に関する
教育にとどまらず，地域社会を常に念頭に置き，
社会の中での医療，生活の中での医療という意識
付けを促すことが，これからの医療には求められ
る．一人の医療従事者がこのように多岐にわたる
領域に積極的に関与することは困難であり，求め
られるのは医療を取り巻く状況の一回り外側の世
界の存在を意識する姿勢である．これらの教育で
は後述する多職種連携教育（inter-professional 
education: IPE），及び現場での多職種連携（inter-
professional work: IPW）が重要な役割を占める
が 5, 6），さらに社会学，工学，経済学などとの学
際的な協働にも連携の輪を広げなければならな
い．

⑶	広義の終末期医療・尊厳死に関する議論
　高齢者医療では，死生学の修得が必須である．
この数年，高齢者の終末期医療については以前に
比べ議論が進んではいるが，例えば事前指示書に
は賛成するが（70％），実際に作成している一般
国民の割合は3.2％と報告されている 7）．医師です
ら文書化賛成は73%であるが，作成しているのは

5.0%にとどまっており 7），議論はまだ十分熟して
いるとは言えない．
　2007年厚生労働省から「終末期医療の決定プロ
セスに関するガイドライン」が発表されて以来，
2012年日本老年学会による「高齢者ケアの意思決
定プロセスに関するガイドライン」，2014年「維
持血液透析の開始と継続に関する意思決定プロセ
スについての提言」，同年「救急・集中治療にお
ける終末期医療に関する提言（ガイドライン）」
など，各学会からいわゆる高齢者終末期医療に関
する提言がなされている．2017年の日本呼吸器学
会からの「成人肺炎診療ガイドライン」でも「最
善の治療を行っても死が避けられない，あるいは
わずかに延命できたとしても，本人の価値観に照
らして『よい日々だった』といえるQOLが保持
できないと，専門知識を有する複数の医師によっ
て一致して判断される患者に起こった肺炎では，
本人の意思確認，家族による推定意思を尊重し，
多職種によって構成された医療チームとして治療
開始，不開始，治療法の選択を決定する」と記載
されている．いずれのガイドラインでも，無用で
苦痛を与える治療は中止する行為を認めるという
方向性は明らかにされており，その意思決定プロ
セスに複数の医療従事者がかかわり，患者家族の
意思決定を支援することの重要性が述べられてい
る．
　終末期医療では「絶対正しい答え」は存在せ
ず，意思決定には多くの葛藤が伴う．たとえ事前
の意思表示がなされていたとしても状況により判
断基準は変化する．このような非常に複雑で高度
な意思決定を現場で行うためには，すべての医療
従事者がこの避けられない問題についてしっかり
とした座標軸を自らの内に育み，多職種連携のも
と，患者家族の意思決定を支援する能力を修得す
る必要がある．その支援のためには，専門家とし
ての死に関する様々な知識を正確に理解するこ
と，優れたコミュニケーション能力の修得，そし
て何より寄り添う姿勢を身に着けることが必要と
される．そのための教育システムの構築が急務で
あるが，この能力は短期間で修得されるものでは
なく，生涯にわたって学び続ける姿勢が求められ
る．医学部教育では入学時の選抜や入学早期に人
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の命に関する意識を問うべきであり，尊厳死，安
楽死などについての法的側面も教育する必要があ
る．また参加型の学習などにより，個々人の中に
命に関するしっかりした座標軸の形成を促す教育
も求められる．そのためには各教育現場での死に
ついて真摯に語り合う文化の醸成が必要とされ，
その文化の中での臨床教育の果たす役割は非常に
大きい．

⑷	高齢者医療の充実
　高齢者医療は特殊な医療ではなく，従来の内科
学を始めとする各分野の基盤の上に成立するもの
である．その基盤のもと，高齢者では多臓器の機
能低下（細胞数の減少，組織の萎縮・細胞の老
化・組織の機能低下）が基本にあり，予備能力低
下・免疫力低下が避けられないこと，それに加え
非定型的症状が多い事，多疾患合併の頻度が高い
事などの特徴があることを理解しなければならな
い．発熱のない肺炎や食欲低下が主訴の肺炎は稀
ではない．また心不全症例で腎機能低下を伴って
いる場合など，多疾患合併の場合は治療法選択に
制限が生じる．このため，病歴聴取や身体診察な
どの基本的診断プロセスにおいても，一般的な知
識・技能修得後に様々な症例を通じた経験学習が
必要とされる．また基準値の解釈にも配慮が必要
で，治療に対する反応性の個人差も大きく，結果
の解釈や治療法の選択にも深いレベルの知識が必
要とされる．
　これまで未整備であった75歳以上の後期高齢者
に対する診療ガイドラインが次々に改訂されてい
る．例えば2000年の高血圧ガイドラインでは，80
歳台の降圧目標は160-170mmHg以下とされてい
たが，2014年のガイドラインでは75歳以上では
150/90mmHg未満が治療目標とされ，忍容性が
あれば若年層と同様に140/90mmHg未満と明記
されている．同様に脂質異常症や血糖コントロー
ルに対しても，後期高齢者の治療目標がエビデン
スに基づいて記載されるなど，高齢者医療の質の
向上が図られている．
　一部の医学部では高齢者医療・老年医学の学問
分野が独立して，高齢者医療について積極的な教
育がなされているが，すべての医療教育機関への

波及は未だである．今後は，各講座と並立して，
高齢者医療の教育がどの教育現場でも充実される
よう期待したい．高齢者医療は究極の応用問題と
言われており，各専門分野の基礎知識のもとに，
高齢者医療の基本を学び，経験を積み重ねる必要
がある．これらの能力の修得のためには，臨床研
修の場での高齢者医療の充実がなにより必要とさ
れる．また同時にこれまで十分なエビデンスが集
積されていなかった高齢者医療のさらなる研究推
進も必要とされている．世界に先立って超高齢社
会を迎えた日本には，質の高い研究を行い，世界
に貢献することが求められている．

⑸	認知症高齢者・虚弱高齢者への対応
　認知症の合併率は2015年の福岡県久山町のデー
タに基づく分析では，2025年には675万人，2040
年には802万人，2060年には850万人と推定されて
いる 8）．また85歳以上での認知症合併率は男性で
47.09％，女性で58.88％とされており 8），高齢者
との関わりでは認知症は避けて通れない課題であ
る．現在認知症治療薬として認可されている薬剤
は，いずれも有意な認知機能の改善が認められて
いるが，その程度は軽度であり，疾患の進行抑制
効果が期待されているに過ぎない．そのため認知
症への対応では主にケアが中心となっており，ま
さに多職種連携が果たす役割が大きい．また虚弱
高齢者（フレイル，サルコペニア）に対する対応
もリハビリテーションや日常生活指導が大きな効
果をもたらすと言われており，ここでも多職種連
携が最も有効なアプローチと言える．
　教育の分野では，認知症や虚弱（フレイル）に
対する正しい知識の修得と共に，多職種連携教育

（IPE）の重要性が注目されている 5, 6）．高齢者の
ケアは医師としての医学知識のみでは対応困難で
あり，医療・福祉・介護の複数の医療従事者の協
働の上に初めて成立する．IPEの実践に積極的に
取り組んでいる組織も増えてきているが，これに
は多くの教育関係者の積極的関与が必要で，まだ
十分浸透しているとは言えない状況である．大学
内で学部を超えた教育計画を実施している組織
や，外部の医療系教育機関との組織を超えたプロ
グラムも展開されており，今後のさらなる充実が
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期待される．IPEの充実と共に，現場での多職種
連携（IPW）の実践が求められる．生活に基盤を
置いた地域医療では，従来より水平型のIPWが実
践されており，高齢者医療に欠かせないIPE・
IPWのためには，教育の場の地域へのシフトが必
須と思われる．同時に地域医療の現場に，初期の
教育段階からIPEを通じて他職種協働の基本を身
に着けた医療職が参画することは，これからの
IPWのさらなる充実に大きく寄与するものと期待
される．

⑹	介護負担・高齢者の虐待への対応
　高齢者医療で欠かせない視点は，介護者への配
慮である．身体機能の低下に伴う身体的介護負担
以上に重要なのが，前述の認知症などによる心理
的介護負担である．介護者による認知症高齢者の
虐待が昨今注目を集めているが 9），コミュニケー
ションが取れない苛立ちなどの精神的ストレスが
大きな要因となっている．これらの介護者への情
報提供やアドバイスなどの支援や介護負担の軽減
への配慮は，介護者の心身の健康保持と共に，高
齢者の安心安全な療養生活には欠かせない対応で
ある．高齢者の虐待兆候を早期に発見し，その介
護者へ適切に対応するためにはチームアプローチ
が欠かせない．医療者にはこのような事態が起こ
りえるという知識をもち，その早期発見とチーム
での対応をとるためのリーダシップが求められ
る．
　この教育のためには，前項同様，知識の修得と
共に，IPE・IPWと地域医療現場での研修が重要
である．

⑺	予防医学の拡充
　医療の実践には疾患の治療と同時に，予防医学
の実践が重要な役割を占めることは論を待たな
い．高齢者医療でも同様であるが，超高齢社会を
迎えるにあたり，その予防的かかわりの重要性が
再び注目を集めている．高血圧や糖尿病などの生
活習慣病の予防活動と同時に，高齢者特有の虚弱
性（フレイル，サルコペニア）への予防活動が重
要である．嚥下機能低下，失禁，低栄養など，顕
在化しにくい高齢者の抱える問題を早期に発見

し，重症化しないような取り組みも必要であり，
また認知症予防のための様々な活動への参加促進
も重要と言われている．このような活動は地域に
根差した活動が基本であり，外部からの働きかけ
や医療従事者の関与に加え，地域住民の活動の活
性化が何よりも大きな効果をもたらすと言われて
いる．人口減少地域では，若年層の減少とともに
医師や看護師などの医療従事者の減少も深刻であ
る．新潟県魚沼地域では住民を重要な「医療資
源」ととらえ，住民の健康教育や地域活動への参
画を促すことで，医療従事者と共にパートナーと
して地域を支えようという活動をしている 10, 11）．
研修医の地域医療研修で，地域住民への健康講座
を担当させるなどの活動も積極的に行われてお
り，地域住民をパートナーとした予防医学の拡充
は，高齢社会には今後も必須の戦略である．
　最後に最も重要な視点は，高齢社会を「負の財
産」ととらえることからの脱却である．高齢者は
経験に基づく深い洞察力と幅広い知性をもつ人々
であり，成熟した社会の重要な構成員である．高
齢者が育んだこれらの知性を社会の財産として共
有し，次の世代に継承する社会文化の醸成が，豊
かな高齢社会には必要とされる．高齢者が敬いを
こめた眼差しに囲まれながら，生き生きと生活で
きる社会．予防医学とは単に疾病の予防だけでは
なく，このような豊かな社会文化の形成にも参画
することが求められるのではないだろうか．その
結果として，高齢者であろうが，若者であろう
が，障害者であろうが，すべての人々が双務的に
お互いを支えあい，刺激しあい，まさにwin-win
の社会を形成し，豊かな高齢社会が新しい社会形
態として確立されることを期待したい．

　以上のように高齢者医療とは究極の応用問題で
あり，すべての医療職はまずは自らの医療分野の
基本を学習したうえで，高齢者医療の特色を学ぶ
必要がある．医師の教育においても，医学部教育
をはじめ，臨床研修，専門医教育，生涯学習にお
いても，すべての医師が高齢者医療を念頭に置い
た学習を続ける必要がある．地域医療の現場で
は，生活に基盤をおいた包括的な高齢者医療を早
くから実践しており，高齢者医療の学習に適した
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教育の場と言える．また高齢者医療には多くの医
療者による質の高い協働が必須であり，IPW・
IPEの重要性が注目されている．さらに，健全な
高齢社会の構築のためには，医療界だけではな
く，医療を取り巻く外部の世界との連携も非常に
重要であり，様々な情報発信・受信能力も必要と
される．
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